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表紙について

キヤノンの4つの産業別グループがそれぞれにもつ色と、コーポレートカラーの赤の帯が、「Canon」の頭文字
であるCのカーブを描きながら、外の世界へと勢いよく広がり、成長していく様子をグラフィック化しました。

キヤノン
統合報告書 2025

編集方針   

本統合報告書は、ステークホルダーのみなさまにキヤノン

の中長期的な企業価値創造ストーリーへのご理解を深めて

いただけるよう、経営計画や事業、財務、人材などの各戦略

とともに、ESGの取り組みをまとめ、網羅的でありながらも、

より読みやすい内容になるように心がけています。

参考にしたガイドライン   

国際会計基準（IFRS）財団「国際統合報告フレームワーク」

経済産業省「価値協創ガイダンス」

気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）による提言

自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）による提言

詳細なESG関連情報については、「CANON 

SUSTAINABILITY REPORT 2025」をご参照ください。

参考：CANON SUSTAINABILITY REPORT 2025

https://global.canon/ja/sustainability/report/

また、詳細な財務情報については、「有価証券報告書（第124

期）」「CANON ANNUAL REPORT 2024」をご参照ください。

参考：有価証券報告書（第124期）

https://global.canon/ja/ir/library/yuuhou.html

参考：CANON ANNUAL REPORT 2024

https://global.canon/ja/ir/library/annual.html

報告対象組織  

キヤノングループ全連結対象会社334社（国内60社、海外

274社）のデータを取りまとめて報告しています。

発行時期  

2025年4月

（前回：2024年4月、次回予定：2026年4月）

文中の表記   

「キヤノン」はキヤノン株式会社およびその連結子会社 

すべてを含むグループ全体を、「キヤノン（株）」はキヤノン 

株式会社単体を表しています。「従業員」は社員のほか 

パート・アルバイトなども含みます。欧州・中東・アフリカ地域 

を含めて「欧州」としています。

開示データ/免責事項   

原則として、2024年1月1日から12月31日の連結会計範囲

における経済・社会・環境の各項目に関わる活動を中心に 

報告しています。重要な目標・指標・取り組みなどについては、

補足的に2023年以前や2025年以降の情報も記載していま

す。対象地域や組織が限定されている情報については個別

に明示しています。

算出方法の変更や対象拠点などの拡大にともない、これまで 

開示した過去データの見直しを行っています。したがって、

一部過去の開示データと異なる部分があります。

本レポートには、キヤノンの過去と現在の事実だけでなく、

発行日時点における計画や見通し、経営方針・経営戦略に

もとづいた将来予測が含まれています。この将来予測は、

記述した時点で入手できた情報にもとづいた仮定ないし 

判断であり、諸与件の変化によって、将来の事業活動の結

果や事象が予測とは異なったものとなる可能性があります。

問い合わせ先   

キヤノン株式会社

〒146-8501 東京都大田区下丸子3-30-2

TEL：03-3758-2111（代表）
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キヤノンの企業理念

共 生
キヤノンの企業理念は、「共生」です。

私たちは、この理念のもと

文化、習慣、言語、民族などの違いを問わず

すべての人類が末永く共に生き、共に働き

幸せに暮らしていける社会をめざします。

しかし、経済、資源、環境など

現在、地球上には共生を阻むさまざまな課題があります。

キヤノンは、共生に根ざした企業活動を通じて

これらの課題の解消に積極的に取り組んでいきます。

真のグローバル企業には、 

お客さま、地域社会に対してはもちろん 

国や地域、地球や自然に対してもよい関係をつくり

社会的な責任を全うすることが求められます。

キヤノンは 

「世界の繁栄と人類の幸福のために貢献していくこと」をめざし

共生の実現に向けて努力を続けます。

三自の精神
キヤノンの行動指針の原点。それが、創業期から受け継がれる「自発・自治・自覚」
の「三自の精神」です。企業DNAを伝承しながら、真のグローバルエクセレント
カンパニーをめざすキヤノンにとって、いまも最も重要な指針となっています。

[自発 ]  何事にも自ら進んで積極的に行う
[自治 ]  自分自身を管理する
[自覚 ]  自分が置かれている立場・役割・状況をよく認識する

キヤノンの企業DNA
歴史を刻み、発展できた背景には、脈々と受け継がれるキヤノンの 

企業DNA「人間尊重」「技術優先」「進取の気性」があります。ベンチャー 

企業として始まった進取の気性と、技術による差別化をめざす姿勢は、

深く浸透し、つねにキヤノンは社会に新しい提案をしてきました。それ

を支えてきたのが実力主義や健康第一主義などの人間尊重の姿勢で

す。今後100年、200年と発展し続けるために、キヤノンはこの企業

DNAを次の世代にしっかりと継承していきます。

進取の気性技術優先

人間尊重

キヤノンの
企業DNA
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キヤノンは創業以来、進取の気性をつねに発揮し、時代の要請に応えるイノベーションによって成長を果たしてきました。
「国際化」と「多角化」という基本戦略を推し進めながら、競争力のある製品やサービスを次々と世に送り続けています。

 2001年
プロ用最高級デジタル
AF一眼レフカメラ
「EOS-1D」発売

 2011年
映像制作市場に
「CINEMA EOS SYSTEM」で本格参入

 2018年
「EOS Rシステム」の
第1号機「EOS R」発売

 1934年
国産初の35mmレンジファインダーカメラ
「カンノン」試作

 1936年
商品化第1号の高級35mmカメラ
「ハンザキヤノン」発売

 1987年
オートフォーカス一眼レフ
システム「EOSシリーズ」発売

 2000年
ネットワーク複合機
「imageRUNNERシリーズ」発売

 2010年
商業印刷プリンターの大手オセ
（現キヤノンプロダクションプリンティング）がグループ入り

 1998年
グラフィック用
大判プリンター市場に参入
「BJ-W7000」発売 1985年

世界初のバブルジェット方式
インクジェットプリンター
「BJ-80」発売

 1979年
世界初の半導体レーザーを 
使った卓上レーザービーム 
プリンター「LBP-10」発売

 1987年
世界初のフルカラー
デジタル複写機
「カラーレーザーコピア1」
発売

 1986年
液晶露光装置
「MPA-1500」発売

 2007年
デジタル商業印刷市場に本格参入
「imagePRESS C7000VP」発売

 2005年
半導体製造装置の
ラインアップを拡大
アネルバ（現キヤノン
アネルバ）、NECマシナリー
（現キヤノンマシナリー）が
グループ入り

 2014年
ナノインプリント装置の 
研究・開発を手がける 
モレキュラーインプリント 
（現キヤノンナノテクノロ
ジーズ）がグループ入り

 1941年
国産初の35mm判
X線間接カメラ
「CX-35」発売

 2016年
東芝メディカルシス
テムズ（現キヤノンメ
ディカルシステムズ）
がグループ入り

 2019年
世界初のディープラーニングを
活用したノイズ除去再構成技術
を搭載したMRI装置を発売

 1976年
世界初の無散瞳
眼底カメラ
「CR-45NM」発売

 1998年
医療用X線デジタル撮影
装置の販売を開始
「CXDI-11」発売

キヤノンの歩み

新事業創出による事業ポートフォリオの転換を促進

多角化
 2023年

次世代半導体製造装置ナノイン
プリント半導体製造装置を発売

 2021年
ディープラーニングを応用した
超解像画像再構成技術搭載の 
CT装置を発売

早くから国際展開を始め、世界ブランドへと成長

国際化

 1989年
EOSシリーズの最高機種
「EOS-1」発売

プリンティング

インダストリアル

メディカル

イメージング 2015年
ネットワークカメラの
大手アクシスが
グループ入り

 1982年
世界初の
カートリッジ方式
複写機「ミニコピア
PC-10」発売

 1971年　
本格的プロ向け
システムカメラ
「F-1」発売

 1976年
一眼レフのユーザー層を拡大させた
マイコン搭載カメラ「AE-1」発売

 1961年
キヤノン初の
中級35mmカメラ
「キヤノネット」発売

 1970年
国産初の普通複写機
「NP-1100」発売

 1970年
国産初の半導体
露光装置
「PPC-1」発売

 1964年
世界初テン（10）キー式電卓
「キヤノーラ130」発売

 2007年
ディスプレイ製造装置のラインアップを拡大
トッキ（現キヤノントッキ）がグループ入り




